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売上高損益分岐点比率の変動要因
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（注）大蔵省「法人企業統計季報」
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１． 企業業績の回復は主に費用（固定費＋変動費）の削減による。

売上高が前年比プラスに転じる以前の 99 年 1-3 月期に、既に損益分岐点売上高は前

年を下回り始めた。これは売上高変動費率の低下によるところが大きい。

２． 商品価格（原材料費）の上昇は費用引下げに最も寄与が高かった変動費の上昇へつな

がる可能性が高い。97 年以降の売上高固定費の上昇程度が相対的に高く、既に売上

高変動費率の下げ止まりの様相が顕著な中小企業では、商品価格の上昇が収益圧迫に

直結する。固定費の削減にも一服感がうかがえるが、再度削減に追込まれる可能性も

ある。
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１．企業業績の回復と費用削減

1999 年度は事業税の表示区分変更に伴う経常利益のかさあげ効果があるが、これを考慮に

入れても企業業績（経常利益）が回復傾向にあるのは間違いない。大企業の収益回復に加速

度がつきつつある一方、中小企業では緩やかな回復に止まるなど企業規模により回復のスピ

ードに差があるが、企業部門全体としては大底を脱したと考えられる。

企業収益改善の主な要因は、費用（固定費＋変動費）の削減である。特に変動費の削減効果

が大きい。前年比で見て、売上高が減少を続けたにもかかわらず 99年 1-3月期以降損益分岐

点売上高が減少しており、費用削減主導の利益回復だったことがわかる。

２．企業の費用削減は変動費の削減が中心だった

中小企業は大企業に比べ売上高固定費率が 97年 1-3月期以降上方で推移しているため、中

小企業の費用削減が遅れているともみられるが、変動費の削減状況をみると、むしろ中小企

業の方が費用の削減が進んでいる面もある。また、99年以降では固定費削減や売上高回復の

動きを受けて中小企業の売上高人件費率の低下が顕著となっている。

売上高固定費率の相対推移
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（注）大蔵省「法人企業統計季報」。大企業=資本金10億円以上。中小中堅=資本金2千万以上10億円未満。
　　　後方4四半期移動平均値。

（１）固定費

98 年度以降、それまでの金利低下に伴う金融費用の削減に加え、減価償却費、人件費も削

減されるに至った。人件費の抑制・削減は過去ほとんどなかっただけに、企業による今回の

費用削減圧力の大きさがわかる。
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大企業固定費の推移
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中小・中堅企業固定費の推移
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（注）大蔵省「法人企業統計季報」。大企業は資本金 10億円以上、中小・中堅企業は資本金 2千万以上 10億円未満の企業。

固定費の削減状況を大企業と中小企業とで比較すると、大企業の削減率が中小企業の削減率

を上回っているが、これは主に人件費の削減度合いの違いから発生している。大企業が 98年

度より人件費の削減を大幅に進めた一方、中小企業では 99年度になって本格的な削減が行わ

れた。もっとも、企業規模にかかわらず、99年 10-12月期にかけて削減率は徐々に小さくな

ってきている。

（２）変動費

損益分岐点売上高の前年比の低下は 99年 1-3月期以降の売上高の減少下で起きている。損

益分岐点売上高の減少を要因分解すると、売上高の低下を上回る費用の削減が行われたこと、

そして、分岐点引下げの主要因が費用の中でも固定費よりむしろ変動費の削減にあることが

わかる。

変動費の大部分を原材料費が占めることを考えると、売上高変動費率の低下自体は 97年度

後半以降の原材料費（商品相場：コモディティー価格）下落の影響が大きかったと考えられ

る。企業規模別にみると、97 年度から 98 年度にかけては中小企業の売上高変動費率が大企

業より先に低下した。99年度以降は大企業での売上高変動費率の低下が顕著になる一方、中

小企業では横這いになっており、中小企業での変動費削減が下げ止まっている。

売上高損益分岐点比率の変動要因
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売上高変動費率の推移
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（注）大蔵省「法人企業統計季報」。大企業=資本金10億円以上。中小中堅=資本金2千万以上10億円未満。
　　　97年度の最低資本金引上げに伴う影響を抑えるため、資本金2千万円以上の企業データを使用。
 　　 売上高変動比率は後方４四半期移動平均値。

大企業（売上高変動費率：右軸）

中小中堅企業（売上高変動費率：右軸）

３．まとめ：売上高変動費率の悪化による収益圧迫の可能性がある

費用の削減が変動費（大半を原材料費が占める）中心であったことは、今後の企業収益動向

を考えるにあたってポイントとなろう。商品相場は経済の世界的な回復を受けて依然として

上昇基調にあり、これが 99年度以降の中小企業における売上高変動費率の底打ちの一因にな

っているとも考えられる。このまま商品相場が上昇を続けると、企業収益の改善の際に働い

た効果が逆に働き、かなりの企業収益圧迫要因となる恐れもある。中小企業では、既に売上

高変動費率が下げ止まっており、売上高固定費率も過去に比べ相対的に高く低下幅が小さい。

商品相場の動向次第では収益が圧迫される可能性が大企業より高くなろう。固定費削減ペー

スが一服しつつあるが、再度固定費の削減に追込まれる可能性もある。

売上高変動費率と商品価格の動向
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（注）大蔵省「法人企業統計季報」より全企業合計。日本経済新聞。売上高変動費率は全企業。
       （参考）売上高変動費率の前年差＝α商品指数＋Ｃ　R2:0.45、D.W.:0.94
　　　　　　　　          　　　　　　　　　　　　　　　（8.54）
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